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東京オリンピック・パラリンピック入札談合刑事事件東京高裁（控訴審）判決

事実の概要

　①・④事件を参照しつつ②・③事件を中心に検
討するが、本件は、第 32 回オリンピック競技大
会（2020／東京）及び東京 2020 パラリンピック
競技大会（両大会を合わせ「大会」とする）入札に
つき、7事業者（以下「7社」）従業者らが、発注
者の組織委員会幹部職員や、その意を受けた特定
事業者の従業者らを通じるなどして行った入札談
合につき刑事告発された独禁法違反事件である。
談合対象は、競技運営の計画・実施業務である。
業務には、計画立案等業務（以下「本件計画業務」。
本稿では①業務）と実施等業務（以下「本件実施業
務」。本稿では②業務）があり、その後の本大会運
営等業務（以下「本件本大会業務」。本稿では③業務）
まで、会場・競技（以下「会場案件」）毎に、①業
務は一般競争入札、②業務・③業務は特別契約と
称される随意契約で発注された（会計処理規程に
基づき競争入札を原則にし、他の方法は例外に当た
る必要があるとされていた）。組織委員会は、①業
務落札事業者に対し、②業務及び③業務をも発注
するとしていた（①②③を合わせ①業務等とし、こ
の発注方針を「本方針」とする）。
　被告（控訴）会社Ｘ（電通）は、広告代理業等
事業者であり、被告（控訴）人ＡはＸ従業者で、
大会に関し契約受注等関連業務（以下「受注関連
業務」）に従事した。Ａは組織委員会大会準備運
営第一局次長等として発注等業務に従事していた

Ｃ（発注者側）とともに、受注関連業務に関する
7社従事者等と、7社業務に関し面談等の方法に
より、①業務等につき 7社の受注希望等を考慮
し受注予定事業者を決定し、基本的に当該受注予
定事業者のみが①業務に係る入札に参加すること
などを合意した上（本件基本合意）、Ｃは、①業務
の入札発注決定を受け、各事業者実績等を把握し、
受注してもらいたい競技伝達や意向取り纏めなど
の調整を要すると考え、ＡらＸの従業者らと打ち
合わせ、ＣやＸの従業者らで、Ｘを除く 7社を
含む複数事業者従業者らと順次面談等のやり取り
を行うこととした。ＣやＡらは、大会運営実績等
を持つ事業者一覧表を作成し、面談等結果を踏ま
え、Ｃの意向等も考慮し、一覧表を修正し打合せ
を経て面談結果等を集約し、Ｃが各事業者との間
で①業務の入札行動、協業体制等につき認識の一
致した会場案件につき整理するなどして一覧表を
最終更新し、基本合意に従って①業務について受
注予定事業者を決定するなどした。全 26 会場中
24 の受注者、16 会場の入札者参加者（1者のみの
参加）はＣの意向に沿ったものとなった。例外の
2件を除き、①業務受注業者が、②・③業務を随
意契約により受注した。

判決の要旨

　１　意思の連絡と一定の取引分野
　不当な取引制限罪成立には、「複数事業者間で
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取決めに基づいた行動をとることを認識ないし予
測し、これと歩調を合わせるという意思の連絡が
必要と解される」、「意思の連絡があるというため
には、事業者相互間で拘束し合うことを明示して
合意することまでは必要でなく、直接又は特定の
者を媒介として、相互に他の事業者の入札行動等
に関する行為を認識して、暗黙のうちに認容する
ことで足りると解され」、「本件基本合意をした
際、組織委員会において、本件計画業務を受注し
た事業者と同一の事業者が本件実施業務及び本件
本大会業務を受注することを基本的な方針として
おり、各事業者においても、そのような受注とな
る可能性が相当高いことを前提として、自らの受
注の可能性を高めるためＣの意向に沿って入札行
動等をとることを相当程度の確実性をもって相互
に認識ないし予測した上で、自らも歩調を合わせ
た入札行動等を行う意思を共有していたといえる
から、本件基本合意の対象である『一定の取引分
野』に本件実施業務及び本件本大会業務も含まれ
ると認定するに十分である。」
　２　「共同して」「相互に」
　原判決の「共同して」「相互に」の解釈が、多
摩談合事件判決（最一小判平 24・2・22 民集 66 巻
2 号 796 頁）に依拠し「事案の相違と行政処分事
件での事例で、構成要件解釈の客観性と自然人個
人の犯罪の実行行為の特定が求められる刑事事件
に適用する余地はない」等の控訴人側主張に対し、
高裁は、「同判決が独禁法の行政処分における不
当な取引制限規定の適用に関する限界事例であ
り、刑事事件に適用する余地もないとの点は、そ
のように解するべき合理的理由は見いだし難」く、
「同判決は事例判断ではあるが、本件との差異に
関し所論の指摘する点を考慮しても、同判決の示
した解釈が本件に適用できないとはいえない。」
　３　事業活動の拘束（②判決の該当部分）
　「原判決は、被告人（注：セレスポ）や他の事業
者の従業者らは、Ｂ（注：③判決のＣ、以下同）の
意向に沿うことで希望する競技について受注の可
能性が高まると認識し、他の事業者もＢの意向に
沿うことを相当程度確実と予測した上で、実際に
Ｂの意向に沿って他の事業者と調整を試み、入札
するなどした旨を認定しているのであり、これを
もって、Ｂの意向に沿った『協議』が行われる必
要があったとし、各事業者がこれに制約されたと
評価したものと解される。」

判例の解説

　東京五輪談合関連刑事事件 4件は、地裁有罪判
決控訴審で控訴は全て棄却された。解説は、2件
（電通③事件・セレスポ②事件）の判示を主に取り
上げ、他 2件も必要に応じ参照する。事案の特徴
は、継続性のない 1回限りの単発イベントといっ
てよい入札で、発注側職員Ｃによる発注方式伝達
や入札参加者意思確認等がＡとともに行われ、Ｃ
とＡの行動を介し参加者間での意思の連絡を認定
した点にある。Ｃは共同正犯として有罪が確定し
た（東京地判令 5・12・12 審決集 70 巻 613 頁）。電
通に関して、最高裁上告棄却決定（最決令 7・12・
9）による罰金等の確定（自然人従業員も同様）後、
罰金額3億円の半額が課徴金から控除減額された
（公取委課徴金額変更決定令 8・3・11 公取委 HP）。

　一　意思の連絡概念と認定
　談合事件の意思の連絡解釈は、東芝ケミカル価
格カルテル事件判決（東京高判平 7・9・25 審決集
42 巻 393 頁）を先例とし、本高裁判示も同様であ
る。本件の特徴は、意思の連絡が「特定の者を媒
介して」成立し、認定された点にある。基本合意
を意思の連絡とする談合事件では、合意の事前事
後の事実や個別調整行為を間接証拠とし、合意成
立前プロセスに重点を置く事案や市場構造等の客
観的事実１）や個別入札での非競争的ルール等の
存在等２）による事案がある。本件は、合意成立
前プロセス重点事案だが、事業者間会合や相互の
情報交換等を立証の中心とはせず、発注者側との
面談や事業実績あるＸ従業員Ａ等の調整行為利用
に重点を置く媒介型である。
　法運用早期に競争者が媒介したカルテル事件３）

はあった。最近では「事業者が一堂に会するなど
して話合いを行うことまでの必要はなく、このう
ち一部の事業者又は第三者を介するなど」４）した
意思の連絡認定が容認されており、本件も競争者
や第三者（非競争者）の媒介でも、参加者間意思
の連絡認定可能性の再確認に意義がある。
　実務上第三者等媒介の場合も、意思の連絡認定
には参加者間相互認識認容認定を要する（不成立
の場合、私的独占処理等の検討が可能）５）。相互認
識認容立証には内容や程度が問題となるが、判例
実務は「概括的認識」６）や「抽象的、包括的なも
の」７）でもよいとする。②事件判示では、談合参
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加者が、ＣやＸ従業者らとのメール・面談「内容
等に照らし」、Ｃが他事業者とも面談等を行い、
意向提示等を行っているであろうと「認識ないし
予測し」、他の事業者も「受注したいと考えてい
ることは当然想定し得た」のであり、他事業者が
受注可能性を高めるため、Ｃ「の意向に沿って入
札等に向けた行動等をとることを相当程度の確実
性をもって相互に予測していた」とした地裁判決
（東京地判令 6・12・18 審決集 71 巻 433 頁）を肯定
する。②事件判示は、①被告人らの面談・連絡行
為と他事業者への同様の行為の広がりについての
談合参加者間での相互認識から、②事業の性格を
踏まえ他事業者も同様な行動等を取ることの予測
が相互的となっていたとしており、被告人らの面
談等により談合参加者間での共通認識の確実性が
高まったことも示す。事実認定では媒介者による
談合ルール提示や参加者相互の認識等の伝達はな
いので、合意内容で具体的なものが示された事案
ではなく、連絡行為等の広がりや単発イベントと
しての事業の性格なども踏まえて協調行動を取る
との相互認識形成が認定されるという特徴があ
る。第三者媒介による意思連絡認定には、参加者
間接触や合意の存在等を要するとの解釈もあり得
る。②事件判示は、面談等を通じＣが望む事業者
名を示した場合等に各事業者が「当該別の事業者
と打合せを」した参加者間接触を認定し、「自ら
も他の事業者と歩調を合わせ、Ｂの意向に沿った
入札行動等を行う意思を共有したと」しており、
②事件判示での媒介者経由での意思連絡認定は、
この事実認定にも依拠しているとみることもでき
る８）。このように、参加者間接触を認定しつつ媒
介による相互認識認容を認定した高裁判断は妥当
である。

　二　ハブ・アンド・スポーク（Hub and Spoke,
　　　H&S）型合意・共謀との関係
　参加者間で直接的接触や情報交換がなく、「特
定の者を媒介」し意思の連絡が認定された本件を
H&S 型合意とする指摘がある９）。意思の連絡は、
参加者間での相互認識認容を必須とするので、媒
介者と参加者の一対一の認識認容のみでは、参加
者間での不当な取引制限は成立しない。競争者も
非競争者も、媒介者たりうるが、H&S 型合意の
典型は、「垂直的関係にある共通の需要者又は供
給者（ハブ）を介し、競争者間で連絡を取り合う

のではなく、共通の需要者又は供給者（ハブ）と
各競争者間の一連の垂直的な合意（スポーク）に
基づき水平的な合意（リム）を形成すること」と
され 10）、非競争者も規制対象となる前提である。
日本法は、新聞販路協定事件判決（東京高判昭
28・3・9 審決集 4巻 145 頁）の事業者・相互拘束
解釈で、非競争者を不当な取引制限規制対象から
排除してきたが、近年、非競争者も当事者とする
法適用が展開される 11）。本件で、媒介者である
Ｘ（電通）及びＡは他の参加事業者と競争関係に
あり、次長Ｃは発注者であるため、本論点検討の
必要性は薄く、競争者間合意に発注者側の意向や
特定競争者が仲介機能を果たした事実が重要であ
る。H&S 型合意の場合、ハブ・スポーク間垂直
合意とスポーク間水平合意が区別され、現行実務
で 7社を 3 条後段違反に問うには水平合意認定
を行うことが標準だが、ハブ機能の一端をになっ
た電通とスポークに当たる他の参加者は競争者
で、他にハブ機能を担った次長は発注者なので、
②事件判旨は、7社は次長を「介するなどして、
相互に他の事業者の入札行動等に関する行為を認
識し、暗黙のうちに認容したと評価することがで
き、他の事業者との間で意思の連絡をしていたと
認められ」、7社間で「受注予定事業者を決定す
るとともに基本的に当該事業者のみが入札を行う
ことなどを合意」したとして次長・参加者間の垂
直合意、電通と他の参加者間の個別合意と電通以
外の 6社間合意の存在を特に区別せず、（電通を
含む）7社間相互認識認容を認定する。本件事実
は、典型的 H&S 型合意とは異なる内容を持つの
で、その点を意識せず水平合意としての意思の連
絡を認定した判旨の解釈結論は妥当である 12）。

　三　多摩談合最高裁判決の先例性――2 条 6 項
　　　要件構造の捉え方
　独禁法では同一行為で行政・刑事事件処理が並
行し、2条 6 項解釈等で異同が生じうる（例：共
同遂行に関する取扱い。防衛庁石油製品談合事件・東
京高判平 16・3・24 審決集 50 巻 915 頁等参照）13）。
　②事件では、刑事事件の構成要件解釈の客観性
と自然人の犯罪実行行為特定要請を理由に、行政
事件である多摩談合最高裁判決の「共同性」「相
互に」解釈の適用否定を控訴人側が主張した。②
事件判旨は、多摩談合事件が行政処分での不当な
取引制限規定適用の限界事例で、「刑事事件に適
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用する余地もない」と解すべき「合理的理由は見
いだし難」く、「同判決は事例判断ではあるが、
本件との差異に関し……同判決の示した解釈が本
件に適用できないとはいえない」とし、行政・刑
事事件での意思の連絡概念の共通解釈を明示的に
支持した。
　多摩談合最高裁判決は、「基本合意の成立によ
り……同項にいう『共同して……相互に』の要件
も充足する」と判示した。当時の標準的理解では、
「共同して」と「相互拘束」は別要件と解され、
意思の連絡と相互拘束の 2つの事実認定が求め
られた。同最高裁判決が意思の連絡と相互性を同
時認定し、意思連絡の存在が相互性を満たすと解
する余地があるのではとの見解もある 14）。②事
件では、地裁・高裁ともに「共同して……相互に」
「事業活動を拘束し」とし多摩談合最高裁判決に
従う判示をした。ただし、本件のような競争者間
の意思の連絡では「共同して」＋「相互拘束」型
と、多摩談合最高裁判決の「共同して……相互に」
＋「事業活動拘束」型で、結論に差は出ないと考
えられ、同最高裁判決の意義や射程は、本判決で
は未確定と理解すべきだろう。

　四　基本合意対象と一定の取引分野について
　本件では、3業務の独立取引対象からなり、②
③業務が随意契約とされた（後続する個別入札が
ない）1回限りのイベントで、3物件を 1合意対象・
一定の取引分野と認定した点も特徴である 15）。
これに関して、③事件控訴人は、談合期間中に②
③業務を随意契約とする旨が確定しておらず、合
意対象外で、一定の取引分野に含まれないと主張
した。③事件判旨は、本方針の把握・受注を期待
した基本合意参加等を理由に、各事業者が本方針
を前提に相互協調行動を取る意思を共有し、②③
業務を含む合意認定に誤りはないとする（②事件
判旨も同様）。
　一定の取引分野に関し、③事件地裁判決は、合
意時に各事業者が、①業務受注事業者による②③
業務受注可能性が相当程度高いことを前提に、相
互認識・予測の上協調行動を取る意思の共有が認
められるところから合意対象の一定の取引分野に
②③業務を含む認定を容認する。意思連絡対象と
一定の取引分野の範囲は、ハードコアカルテルで
は通常同一で、解釈実務も定着している。談合対
象と異なる取引段階の事業者が意思の連絡に参加

する場合、その取引段階を含めて一定の取引分野
を画定した事案もあり 16）、意思の連絡対象とし
て複数取引段階が含まれている場合、複数取引段
階を一定の取引分野としても問題はなく（本町化
学事件判決・東京高判令 6・10・16 公取委 HP）、判
旨は妥当である。
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